










































































































たとえば，普通選挙制度（日本国憲法 15 条 3 項），選挙人資格の差別












































障（憲法 15 条 4 項），限られた期間外の選挙運動の禁止（公職選挙法
129 条），戸別訪問の禁止（同 138 条），公職候補者の人気投票経過・結
果公表の禁止（同 138 条の 2），選挙運動に係る文書図画の掲示や頒布










とづく諸制度（臨時会招集の要求（憲法 53 条後段），国政調査権（同 62 条），
内閣総理大臣の指名（同 67 条 1 項），内閣不信任決議（同 69 条）等）や，衆
参両議院が「全国民を代表する選挙された議員」で組織されるとしている点（同
43 条），議事の議決方法に関する単純多数の原則（同 56 条 2 項）などに見出
すことができる。地方レベルについてみると，地方公共団体の長および地方議


































































する考え方が一般的であった（17）。他方，19 世紀後半から 20 世紀初頭における 






























































































所」（The International Institute for Democracy and Electoral Assistance）（27）のレ
ポートによると，2014 年の第 47 回衆議院議員総選挙の投票率 52.66% は世界
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